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   旭市看護学生入学支度金貸付条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、将来、看護師として市内に存する医療機関（以下 

 「医療機関」という。）の業務に従事しようとする者に対し、予算の範 

囲内で養成施設への入学に必要な資金の一部（以下「入学支度金」と

いう。）を貸し付けることにより、医療機関における看護師の確保を

図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号 

 に定めるところによる。 

 ⑴ 看護師 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号。以 

  下「法」という。）第５条に規定する看護師をいう。 

 ⑵ 養成施設 法第２１条第１号に規定する大学をいう。 

 ⑶ 看護業務 看護師の行う業務をいう。 

 ⑷ 看護学生 養成施設で看護業務を履修する課程に在学する者をい 

  う。 

 （貸付けの要件） 

第３条 市長は、看護学生であって、看護師の免許を取得した後、速や 

 かに医療機関において看護業務に従事しようとする者に、入学支度金 

 を貸し付けることができる。 

 （貸付金額） 

第４条 入学支度金の貸付額は、４０万円とする。 

 （貸付けの申請） 

第５条 入学支度金の貸付けを受けようとする者（以下「申請者」とい 

 う。）は、市長に申請しなければならない。 

 （貸付けの決定等） 

第６条 市長は、前条に規定する申請を受けたときは、速やかに貸付け 

 の適否を決定し、その旨を申請者に通知するものとする。 

 （貸付けの決定の取消し） 

第７条 市長は、入学支度金の貸付けの決定を受けている者が、次の各 
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 号のいずれかに該当するときは、当該貸付けの決定を取り消すものと 

 する。 

 ⑴ 死亡したとき。 

 ⑵ 養成施設を退学したとき。 

 ⑶ 入学支度金の貸付けを辞退したとき。 

 ⑷ その他入学支度金の貸付けの目的を達成する見込みがないと認め 

  られるとき。 

 （返還） 

第８条 入学支度金の貸付けを受けている者は、次の各号のいずれかに 

 該当するときは、入学支度金を返還しなければならない。 

 ⑴ 前条の規定により、入学支度金の貸付けの決定が取り消されたと 

  き。 

 ⑵ 養成施設を卒業した日から１年２月以内に看護師の免許を取得し 

  なかったとき。 

 ⑶ 看護師の免許を取得した後、速やかに医療機関において看護業務 

  に従事しなかったとき。 

 ⑷ 第１０条の規定により返還の免除を受ける前に、看護業務外の事 

  由により死亡し、又は医療機関において看護業務に従事しなくなっ 

  たとき。 

 （返還の猶予） 

第９条 市長は、入学支度金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれか 

 に該当するときは、当該事由が継続する期間、入学支度金の返還を猶 

 予することができる。 

 ⑴ 第７条第３号の規定により入学支度金の貸付けの決定を取り消さ 

  れた後も引き続き養成施設に在学しているとき。 

 ⑵ 養成施設を卒業した後、速やかに医療機関の業務に従事している 

  とき。 

 ⑶ 養成施設を卒業した時点で看護師の免許を取得していない場合で 

  あって、１年２月以内に取得しようとするとき。 

 ⑷ 次条第２号に規定する場合を除くほか、災害、疾病その他やむを

得ない事由により返還が困難になったとき。 
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 （返還の免除） 

第１０条 市長は、入学支度金の貸付けを受けている者が次の各号のい 

 ずれかに該当するときは、入学支度金の全部の返還を免除するものと 

 する。 

 ⑴ 養成施設を卒業した日から１年２月以内に看護師の免許を取得し、 

  速やかに医療機関において看護業務に従事し、当該従事期間が２年 

  に達したとき。 

 ⑵ 前号に規定する看護業務の従事期間中に、業務上の事由により死 

  亡し、又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することが 

  できなくなったとき。 

 （延滞利子の徴収） 

第１１条 入学支度金の貸付けを受けた者は、入学支度金を返還すべき 

 日までに返還しなかったときは、返還すべき日の翌日から返還した日 

 までの日数に応じ、返還すべき入学支度金の額につき年１４．６パー

セント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの期間について

は、７．３パーセント）の割合を乗じて得た金額（当該金額に１００

円未満の端数があるとき又は当該金額の全額が１，０００円未満であ

るときは、当該端数の全額又は当該金額の全額を切り捨てる。）に相

当する延滞利子を加算して返還しなければならない。 

２ 市長は、入学支度金の貸付けを受けた者が入学支度金を返還すべき

日までに返還しなかったことについてやむを得ない事由があると認

めるときは、前項の延滞利子を減額し、又は免除することができる。 

 （委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な 

 事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 


